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１．本ガイドライン（案）の取り扱い 
 １－１ 目的 

「電子納品運用ガイドライン（案）」（以下「本ガイドライン（案）」という。）は、

千葉県 県土整備部が平成１７年４月以降に実施する工事や委託業務における電

子納品に対応するために、発注者及び受注者に向けて作成したものである。 

本ガイドライン（案）は、千葉県 県土整備部の公共事業（補助事業及び県単独

事業の総称とする）において電子納品を具体に実施するにあたって、電子納品の対

象範囲、適用基準類、受発注者が留意すべき事項等を示したものである。 

  本ガイドライン（案）は、必要に応じて適宜、見直していくものである。 

 

 １－２ 適用する事業 

  本ガイドラインは、以下に示す事業の工事・委託業務に適用する。 

   千葉県県土整備部に係る全事業。 

   ただし、営繕関係に係る工事や委託業務は除く。 

 

   ※営繕に係る工事や委託業務は、営繕課が主管課となって県独自の要領基準に

より平成１２年度から成果品の電子納品を進めているため本書では適用除外

とします。 

 

 １－３ 電子納品の定義 

  「電子納品」を以下のとおり定義する。 

   

 電子納品とは、調査、設計及び工事などの各業務段階の最終成果を電子

データで納品することをいう。ここでいう電子データとは、電子納品に関

する要領（案）・基準（案）等（※１）に示されたファイルフォーマットに

基づいて作成されたものを指す。 

                             ※１ １－５参照 

   

電子納品の目的は、最終成果を電子データで納品することで、業務の効率化、省

資源・省スペースを図ることである。 

  現状の電子納品は、従来紙媒体で納品していた工事完成図書や委託業務報告書な

どの成果品を、各電子納品要領（案）等に則って作成した電子データを書き込んだ

電子媒体（ＣＤ－Ｒ）で納品するものである。 

  今後、維持管理段階等で必要な電子データの利活用も踏まえ、将来にわたって保

存すべきデータを整理していくものである。 

 

  電子納品は、各種共通仕様書（土木工事共通仕様書、土木設計業務共通仕様書、

地質・土質調査共通仕様書、測量業務共通仕様書）において規定される成果品を対

象とする。 

  なお、共通仕様書の改訂（電子納品への対応）時期までは、電子納品実施のため

に必要な措置を特記仕様書で対応する。 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━

県土整備部 技術管理課
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１－４ 標準的な電子納品の流れ 
 

  

 

図１－１ 電子納品全体の流れ 
 

解説 図は標準的な電子納品の流れを示したものである。 

ステップと 

参照項 

発注者 受注者 

発注手続 

3-1,3-2,3-3

特記仕様書の作成 

発注図の準備 

着手時の 

打合せ 

3-4 

事前協議 

・電子納品の対象書類 

・電子納品媒体 

・電子納品する電子データのファィル形式 

・実施中のデータ交換方法 

・書類検査時の対応（電子データによる検査範囲、ＰＣ等の準備、操作

担当、「紙」書類の準備 

・詳細は、「現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案）」

に従う。 

 

実施 

3-5 

要領（案）、基準（案）に沿ったデータ作成 

日々の業務遂行・打合せ・情報交換（電子的に文書を作成） 

 

成果品作成 

3-6 

成果品電子媒体の作成と事前チェック 

・データの作成及び内容確認 

・電子納品チェックシステムの利用 

・ウィルスチェック等 

 

 

 

 

納品・検査 

3-7 

検査事前協議 

成果品電子媒体のチェック

・ウィルスチェック 

・電子納品チェックシステム

の利用 

・データの内容確認 等 

書類検査 

 

保管・管理 

3-8 

電子納品・保管管理システム

への登録 

電子化しなかった書類等の

保管管理 

セ
ン
タ
ー
支
援
ツ
ー
ル
利
用

※センター支援ツール利

用時は、形式チェックを省

略することができる。 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━

県土整備部 技術管理課
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 １－５ 要領・基準類の相互関係 
   電子納品に係わる要領・基準類の関係を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図１－２ 電子納品に係る要領・基準類の関係 

 

電子納品運用ガイドライン（Ｈ17.2 版） 

要領（案）・基準（案） 

調査・設計段階 工事段階 
 

 

土木設計業

務等 
の電子納品要領

（案） 
（H16.6 版） 

 

 

土木設計業

務等 
の電子納品要領

（案） 

（H16.6 版） 

 

測量成果 
電子納品

要領（案）
（H16.6 版） 

地質・土

質調査成

果 
電子納品

要領（案）
（H16.6 版） 

ＣＡＤ 
製図基準

（案） 
（H16.6 版） 

デジタル

写真 
管理情報

基準(案）
(H16.6 版) 

 

 

工事完成図

書 
の電子納品要領

（案） 

（H16.6 版）

ＣＡＤ
製図基準

（案）
（H16.6 版）

デジタル

写真
管理情報

基準(案）
(H16.6 版)

 

現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案） 

現場における 

電子納品に関する 

事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)

【測 量 編】
（H15.8 版） 

現場における 

電子納品に関する 

事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)
 

【地質・土質調査編】
（H15.1 版） 

現場における 

電子納品に関する 

事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)
 

【土木設計業務編】
（H14.2 版） 

現場における 

電子納品に関する 

事前協議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)

【土木工事編】
（H14.2 版） 

測 量  

 

土木設計業

務等 
の電子納品要領

（案） 

（H16.6 版）

 

 

 

ＣＡＤ
製図基準

（案）
（H16.6 版）

デジタル

写真
管理情報

基準(案）
(H16.6 版)

 

 

土木設計業

務等 
の電子納品要領

(案）電気通信設備

編 

（H16.6 版）

 

電子納品

運用ガイ

ドライン

（案）
電気通信

設備編
(H16.5 版)

ＣＡＤ
製図基準

（案）電気

通信設備

編 
（H16.6 版）

デジタル

写真
管理情報

基準(案）
(H16.6 版)

 

 

工事完成図

書 
の電子納品要領

(案)電気通信設備

編 

（H16.6 版） 

 

地質調査 土木設計業務等 

電子納品

運用ガイ

ドライン

（案） 
電気通信

設備編
(H16.5 版) 

ＣＡＤ 
製図基準

（案）電気

通信設備

編 
（H16.6 版） 

デジタル

写真 
管理情報

基準(案）
(H16.6 版) 

 

 

ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン（案）

（H16.10 版） 

 

ＣＡＤ製図基準に関する 

運用ガイドライン（案） 

（H16.10 版） 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━

県土整備部 技術管理課
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 （１） 電子納品運用ガイドライン（案）（本ガイドライン（案）） 

    工事・委託業務の準備段階から保管管理までの全般にわたり、電子納品の運

用にかかわる事項について記載している。 

 （２） 現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン（案） 

    電子納品について工事・委託業務着手時に、受注者と事前に協議すべき事項

及び参考となる事項を示している。 

 （３） ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン（案） 

    ＣＡＤの取り扱いにあたって、担当者ごとのバラツキをなくし、現場での混

乱や手戻りを最小とするため、発注者が留意すべき事項及び参考となる事項を

示し、ＣＡＤ製図基準（案）の統一的な運用を図ることを目的に作成している。 

 （４） 要領（案）、基準（案）  

    電子成果品を作成する際のフォルダ構成やファィル形式など、納品される電

子データの仕様等について記載している。 

 

各要領（案）、基準（案）、ガイドライン（案）、関連情報の入手については、国

土交通省国土技術政策総合研究所のｗｅｂサイトの電子納品に関するページを参

照のこと。 

  ＵＲＬ： http://www.nilim-ed.jp/calsec/tekiyou.htm 

 

  １－５－１ 要領・基準類の読替え 

   国土交通省の要領・基準類を適用するにあたり、下記のとおり読替えて適用す

ることとする。 

  （１）土木設計業務等の電子納品要領（案）平成１６年６月版 

    １ 適用の表１－１中「設計業等共通仕様書」とあるは「土木設計業共通仕

様書」と、「地質・土質調査共通仕様書（案）」とあるは「地質・土質調査

共通仕様書」と、「測量作業共通仕様書（案）」とあるは「測量業務共通仕

様書」と、「各地方整備局」とあるは「千葉県県土整備部技術管理課」と

読替えるものとする。 

  （２）測量成果電子納品要領（案）平成１６年６月版 

    １ 適用の表１－１中「測量作業共通仕様書（案）」とあるは「測量業務共

通仕様書」と、「各地方整備局等」とあるは「千葉県県土整備部技術管理

課」と読替えるものとする。 

  （３）工事完成図書の電子納品要領（案）平成１６年６月版 

    １ 適用の表１－１中「土木工事共通仕様書」とあるは「土木工事共通仕様

書（その１）及び土木工事共通仕様書（その２）」と、「各地方整備局」と

あるは「千葉県県土整備部技術管理課」と読替えるものとする。 

 

  １－５－２ 要領・基準類の適用版について 

   要領・基準類の適用版は、原則として契約時点における最新のものを適用する。 

  これによりがたい場合は、監督職員または調査職員と協議して適用版を決定する

ものとする。 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━

県土整備部 技術管理課
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  １－５－３ 管理的委託業務における要領・基準類の適用について 

   管理的委託業務（除草、清掃、設備機器点検等）においては、受注者が工事業

者として登録されている場合、工事としての要領・基準類を適用するものとする。 

 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━

県土整備部 技術管理課
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２ 電子納品の対象範囲 
 ２－１ 電子納品の対象とする成果品 

  ２－１－１ 成果品を規定する仕様書 

   電子納品は、以下に示す仕様書において規定する成果品のうち、２－１－４お

よび２－１－６で定めるものを対象とする。 

 

表２－１ 成果品を規定する仕様書 

 

  ２－１－２ 工事における電子データの納品形態 

   電子納品では、成果品の特性にあわせて紙と電子データの納品形態になる。電

子納品の形態を図２－１に示す。 

 

図２－１ 電子納品での成果品提出パターン 

種 別 仕様書名称 図書名称 監 修 

土木工事共通仕様書（その１） 同左 
土木工事 

土木工事共通仕様書（その２） 〃 

千葉県県土整備部

技術管理課 

土木設計業務 土木設計業務共通仕様書 〃 

測量業務 測量業務共通仕様書 〃 

地質調査業務 地質・土質調査共通仕様書 

測量・地質

調査・設計

業務共通

仕様書 
〃 

 納品形態 

例 

紙、もしくは電子

化が困難なもの

（ミルシート・カ

タログ等） 

ＣＡＤ製図基準

（案）に準拠して

いない図面デー

タ 

写真、図面など電

子データで渡さ

れるもの 

発注時 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

納品時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

準拠して

いない電

子データ

 

 

紙 

 

電 子 

データ 

 

 

紙 

 

電 子 

データ 

 

 

紙 

 

電 子 

データ 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━
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  ２－１－３ 工事打合せ簿の電子納品の形態 

   工事打合せ簿の電子納品の形態を図２－２に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事打合せ簿の納品形態の整理 
 

工事打合せ簿  

公印が必要 私印のみ 

鑑 ― 電子化 

鑑 電子化＋紙(※２) 電子化(※４) 
添付資料 

資料本体(※３) 電子化または紙 電子化または紙 
 

図２－２ 工事打合せ簿の電子納品の形態 

 

 ここでいう電子化とは、押印付きの紙の書類をスキャンニングし、ＰＤＦ(※５)フ

ァィル形式に変換することをいう。 

※１ 工事打合せ簿における鑑部分は全て私印である。 

   公印付き文書とは、品質証明書、試験報告書等第３者機関などが発行する会社

印などを付した文書を言う。 

   私印付き文書とは、工事監督員、現場代理人などの認印を付した文書を言う。 

※２ 公印付き添付資料の鑑については、電子化すると共に、原本性確保の観点から

紙でも提出する。 

※３ 資料本体は電子化する。ただし、資料本体が電子化しにくい資料（ミルシート、

カタログ、見本、試験報告書）については紙で提出する。 

※４ 私印のみ文書添付資料の鑑については、基本的に電子化のみとするが、地元調

整などにより相手方より押印された書類がある場合は、原本性確保の観点から

紙でも提出する。 

※５ 汎用性が高く、ファィル容量が小さいなどの理由からＰＤＦを採用する。 

工事打合せ簿

 

   私印のみの物 
 

鑑(※１)と添付書類 

 

 公印文書を含む物 
 

添付書類 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━
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  ２－１－４ 工事における電子納品対象書類 

 

 

 

 
 

   電子納品対象書類は、特に再利用が要望される図面データや数量内訳書などを

設定している。書類名は、工事請負関係書類様式集に綴られているものを基本と

して、従来完成図書提出時に提出していた書類を含めて設定した。 

   対象項目であっても、発注者が作成する“特記仕様書や発注図面”が“紙”で

渡されたものについては、“完成図面”は“紙”で納品することとする。 

   また、提出書類のうちで工事打合せ簿は、工事打合せ簿種類（「指示」、「承諾」、

「協議」、「提出」、「提示」、「報告」、「通知」の７種類）と管理区分（「施工管理」、

「安全管理」、「出来形管理」、「品質管理」、「出来高管理」、「原価管理」、「工程管

理」、「写真管理」の８種類）を定義する必要があるため、各書類にその仕分けを

行っている。 
 

表２－２ 電子納品対象の工事関係書類と電子納品収納フォルダ一覧 
  

作成者 打合せ簿の管理項目整

理

番

号 

フォルダ 書 類 名 発

注

者

受

注

者

打合

せ簿

種類 

管理区分 

DRAWINGS 発注図面 〇  

工事数量総括表 〇  1 
DRAWINGS/SPEC 

特記仕様書 〇  

 

2 工事完成調書  〇 提出 出来高管理 

3 関係官庁協議資料 〇 〇 報告 施工管理 

4 近隣協議資料 〇 〇 報告 施工管理 

5 工事打合せ簿／指示書 〇  指示 

6 工事打合せ簿／承諾書 〇 〇 承諾 

7 工事打合せ簿／報告書  〇 報告 

8 工事打合せ簿／提出書  〇 提出 

9 工事打合せ簿／協議書 〇 〇 協議 

10 工事打合せ簿／提示書 〇 〇 提示 

11 工事打合せ簿／通知書 〇  通知 

内容によって

施工管理、安全

管理、出来形管

理、品質管理、

出来高管理、原

価管理、工程管

理、写真管理に

振り分ける。 

12 

MEET/ORG 

出来形管理  〇 提出 出来高管理 

13 PLAN/ORG 施工計画書  〇 ― ― 

14 DRAWINGF 完成図面  〇 ― ― 

15 PHOTO/PIC 工事写真書類  〇 ― ― 

16 PHOTO/DRA 参考図  〇 ― ― 

17 段階確認書  〇 ― ― 

18 
OTHRS/ORG 

工事履行報告書  〇   
（※）近隣協議資料とは、地元等との調整事項等その度合いを判断して適宜判断する。 

 千葉県県土整備部において、工事の電子納品を実施する場合、下記

の対象書類のうち、工事写真類は必須とし、他の書類は受発注者協議

により電子化を決定する。なお、受注者の２重手間防止の観点から、

写真の紙での提出を求めてはならないものとする。 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━
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  ２－１－５ 委託業務における電子データの納品形態 

   委託業務の電子納品では、成果品の特性にあわせて紙と電子データの納品形態

になる。電子納品の納品形態を図２－３に示す。 

  

 納品形態 

例 

電子化が困難な

資料（パース図、

ＣＧ、動画、カタ

ログ等） 

ＣＡＤ製図基準

（案）に準拠して

いない図面デー

タ 

文書、図面、写真

等のデータ 

発注時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

納品時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図２－３ 電子納品での成果品提出パターン 

 

  ２－１－６ 委託業務における電子納品対象書類 

   委託業務における電子納品の対象書類は、表２－３に示すとおりである。 

 

表２－３ 

様式名 作成者

打合せ協議簿（※１） 受注者

成果品（※２） 受注者

 

※１ 打合せ協議簿は押印したものを正として紙で提出し、受発注者双方押印したも

のをＰＤＦ形式にして納品する。 

※２ 報告書製本時の１冊分が、１つのＰＤＦ形式ファイル形式となることを原則と

する。ただし、報告書ファイルが３０Ｍバイトを超える場合には、閲覧時の利

便性を考慮して、１ファイルあたり３０Ｍバイトを目途に分割する。 

 

 

紙 

 

 

紙 

 

 

紙 

 

電 子 

データ 

 

電 子 

データ 

 

電 子 

データ 

電子納品運用ガイドライン（案）
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  ２－１－７ 委託業務における成果品のファイル形式 

   委託業務における電子納品対象成果品のファィル形式は、表２－４のとおりで

あり、以下に各電子データに関する運用を示す。 

 

表２－４ 委託業務の電子納品成果品ファイル形式 
種別 項目 ファイル形式 フォルダ名 適用する基準等 

報告書ファ

イル 
PDF REPORT 

報告書 
オリジナル

ファイル 
オリジナル REPORT/ORG 

土木設計業務等の電

子納品要領（案） 

図面 

道路・橋梁・

樋門等３４

工種 

SXF(sfc) DRAWING ＣＡＤ製図基準（案）

参考写真 JPEG PHOTO/PIC 

設計業務 

写真 
参考図 JPEG,TIFF(G4) PHOTO/DRA 

デジタル写真管理情

報基準（案） 

報告書ファ

ィル 
PDF REPORT 

報告文 
オリジナル

ファイル 
オリジナル REPORT/ORG 

土木設計業務等の電

子納品要領（案） 

ボーリング

交換用デー

タ 

XML BORING/DATA 

電子柱状図 PDF BORING/LOG 

ボーリング

柱状図 

電子簡略柱

状図 
SXF(sfc) BORING/DRA 

地質・土質調査成果

電子納品要領（案）

地質平面図 PDF DRAWING 
図面 

地質断面図 SXF(sfc) DRAWING 

土木設計業務等の電

子納品要領（案）・Ｃ

ＡＤ製図基準（案）

 
土質試験及

び地盤調査 
PDF,JPEG BORING/TEST 

 コア写真 JPEG BORING/PIC 

地質・土質調査成果

電子納品要領（案）

写真 現場写真 JPEG PHOTO/PIC 
デジタル写真管理情

報基準（案） 

地質土質調

査 

 
その他地質

調査資料 
― BORING/OTHRS 

地質・土質調査成果

電子納品要領（案）

基準点測量 
SXF(sfc),PDF,

TXT 等（※１）
SURVEY/KITEN 

水準点測量 
SXF(sfc),PDF,

TXT 等（※１）
SURVEY/SUIJUN 

地形測量 

SXF(sfc),DM,P

DF,TXT 等（※

１） 

SURVEY/CHIKEI 

路線 
SXF(sfc),PDF,

TXT 等（※１）
SURVEY/ROSEN 

河川 
SXF(sfc),PDF,

TXT 等（※１）
SURVEY/KASEN 

測量作業 測量データ 

用地測量 
SXF(sfc),PDF,

TXT 等（※１）
SURVEY/YOUCHI 

測量成果電子納品要

領（案） 

 

※１ 図面は再利用性を考慮してＣＡＤデータとする。なお、ＣＡＤデータで納品し

た場合はＰＤＦの納品は行わないことを基本とする。また、数値データで納品

する場合は、あわせてＰＤＦの納品も行うことを原則とする。 

 

 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━
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 ２－２ 対象範囲とする設計金額 

  （１） 工事 

     すべての工事を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

  ※記載している金額は実施すべき最低限の金額である。 

  ※管理的委託業務（除草、清掃、点検等）については、工事とみなして適用する。 

 

  （２） 委託業務 

     管理的委託業務を除く、すべての委託業務を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

  ※記載している金額は実施すべき最低限の金額である。 

 

 ※ 工事・委託業務とも設計金額の規模に応じて段階的に実施するが、電子納品推

進の観点から、受発注者間協議により記載金額以下のものについても積極的に取

り組むものとする。 

  

可能な限り   

 １百万円以上 １百万円以上

   

電子納品対象委託業務 

設

計

金

額 

2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

各機関 

１件以上  

１千万円以上  

５百万円以上 
 

 

電子納品対象工事 

設

計

金

額 

2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━
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 ２－３ 工事における電子納品の対象とする書類とフォルダ構成 

    電子納品の対象とする書類のフォルダ構成は、図２－４に示すとおりであり、

これ以外の成果品を電子納品する場合には、受発注者間協議で決定する。ただ

し、電子化が難しい書類等については、無理な電子化（スキャンニング等）は

させない。例えば、検査のためだけの無理な電子化はさせない。電子納品され

るそれぞれのデータは所定のフォルダに格納されて納品される。 
                     
          （工事管理ファィル） 

        
電子媒体ルート        INDEX_C.XML 

 

  
                      INDE_C03.DTD 

 

                  (発注図面ﾌｫﾙﾀﾞ) 

             CAD 製図基準（案） 

        DRAWINGS 

                              (特記仕様書ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｨﾙﾌｫﾙﾀﾞ) 

 
                 SPEC 

                  (打合せ簿ﾌｫﾙﾀﾞ) 

   
        MEET             

                               (打合せ簿ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｨﾙﾌｫﾙﾀﾞ) 

                                   
                                  ORG 

                  （施工計画書ﾌｫﾙﾀﾞ） 

             
        PLAN 

                               (施工計画書ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｨﾙﾌｫﾙﾀﾞ) 

                  
                 ORG 

                  （完成図面ﾌｫﾙﾀﾞ）CAD 製図基準（案） 

     
        DRAWINGF                  ※２   

                                          OTHRS  

           （写真ﾌｫﾙﾀﾞ） 

  ﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真管理情報基準（案） 

        PHOTO          （写真ﾌｫﾙﾀﾞ)  

                                   
                 PIC 

                               （参考図ﾌｫﾙﾀﾞ) 

                  
                 DRA 

                   （その他ﾌｫﾙﾀﾞ） 

             
         OTHRS 

                               （その他ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｨﾙﾌｫﾙﾀﾞ)nnn 
 

                  
                 ORGnnn ※nnn は 001 から始まる

図２－４ 電子納品対象資料（工事）と資料の格納場所 

 

(1)→

 
 

(2)→

 

 

(3)→
 

 

 

 

 

 

(4)→
 

 

 

 

 

 

(5)→

(6)→
 
 

(7)→

 

 

番号 項   目 

(1) 発注図面・変更図面 

特記仕様書 
(2) 

工事数量総括表 

(3) 工事打合せ簿※１ 

(4) 施工計画書 

(5) 完成図面 

(6)※2 完成図面ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｨﾙ 

(7) 工事写真書類 

(8) 段階確認書 

(9) 工事履行報告書 

(10) その他ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｨﾙ 

 
 ※１ 出来形、品質管理資料

は、工事打合せ簿の一部として

取り扱い、打合せ簿フォルダに

格納する。 

(8)(9)(10)→

※２ 完成図面ｵﾘｼﾞﾅﾙﾌｧｨﾙの

電子納品は受発注者協議にお

いて必要であると判断された

場合に限る。 

電子納品運用ガイドライン（案）
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 ２－４ 委託業務における電子納品の対象とする書類とフォルダ構成 

    電子納品の対象とする書類のフォルダ構成は、図２－５に示すとおりであり、

これ以外の成果品を電子納品する必要はない。電子納品されるそれぞれのデー

タは所定のフォルダに格納されて納品される。 

 
                     
          （委託業務管理ファィル） 

        
電子媒体ルート        INDEX_D.XML 

                    
   

 
                      INDE_D03.DTD 

 

                  

（報告書フォルダ） 

  
          REPORT 

                 

                    

（図面フォルダ） 

      CAD 製図基準（案） 

          DRAWING 

                                       ※１ 

                 OTHRS 

    （写真フォルダ） 

             ﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真管理情報基準（案） 

          PHOTO 

                   

 

                  （測量データフォルダ） 

             測量成果電子納品要領（案） 

          SURVEY 

                 

                   

（地質データフォルダ） 

             地質・土質調査成果 

BORING   電子納品要領（案） 

            

   （その他のフォルダ） 

             
          OTHRS 

 

     

図２－５ 電子納品対象資料（委託業務）と資料の格納場所 
 

 DRAWING/OTHRS フォルダ及び、OTHRS アォルダは、要領（案）、基準（案）に規定さ

れていないが、これらのフォルダを追加する必要がある場合は、受発注者協議の上決

定することができる。 

※１ DRAWING/OTHRS フォルダには、受注者が使用するＣＡＤソフトで作成したＣＡ

Ｄファィルを格納する 

※２ OTHRS フォルダには、解析結果の図表、ＣＧ、動画などを格納する。 

 

 

(1)→

 

 

 

(2)→

 

 

 
 

(3)→
 

 

 

 
 

(4)→
 

 

 

 

 

(5)→
 

 

 

(6)→

番号 項   目 

(1) 報告書 

(2) 図面 

(3) 写真 

(4) 測量成果 

(5) 地質調査資料 

(6) その他の資料 

 

電子納品運用ガイドライン（案）
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３ 電子納品の実施にあたっての留意事項等 
 ３－１ 特記仕様書への記載 

   成果品を規定する共通仕様書等（表２－１）に、電子納品についての記載が無

い場合は、対象とする工事・委託業務の特記仕様書に電子納品に関する事項を必

ず記載すること。参考に、記載例を以下に示す。 

  

（１）工事 

第○○条 電子納品 

 １ 本工事は電子納品対象工事とする。電子納品とは、調査、設計、工事な

どの各業務段階の最終成果を電子データで納品することを言う。 ここで

いう電子データとは、「工事完成図書の電子納品要領（案）：（以下、「要領」

という。）」に示されたファィルフォーマットに基づいて作成されたものを

指す。 

 

 ２ 工事完成図書は、「要領」に基づいて作成した電子データを電子媒体（Ｃ

Ｄ－Ｒ）で正副２部提出する。「要領」で特に記載の無い項目については、

原則として電子データを提出する義務はないが、「要領」の解釈に疑義があ

る場合は監督職員と協議のうえ、電子化の是非を決定する。 

   なお、電子納品の運用にあたっては、「電子納品運用ガイドライン（案）」

及び「現場における事前協議ガイドライン（案）」を参考にするものとする。

 

 ３ 工事完成図書の提出の際には、電子納品チェックシステムによるチェッ

クを行い、エラーが無いことを確認した後、ウィルス対策を実施したうえ

で提出すること。 

 

 

（２）委託業務 

第○○条 電子納品 

 １ 本業務は電子納品対象業務とする。電子納品とは、調査、設計、工事な

どの各業務段階の最終成果を電子データで納品することを言う。 ここで

いう電子データとは、「土木設計業務等の電子納品要領（案）：（以下、「要

領」という。）」に示されたファィルフォーマットに基づいて作成されたも

のを指す。 

 

 ２ 成果品は、「要領」に基づいて作成した電子データを電子媒体（ＣＤ－Ｒ）

で正副２部提出する。「要領」で特に記載の無い項目については、調査職員

と協議のうえ、決定するものとする。 

   なお、電子納品の運用にあたっては、「電子納品運用ガイドライン（案）」

及び「現場における事前協議ガイドライン（案）」を参考にするものとする。

 

 ３ 成果品の提出の際には、電子納品チェックシステムによるチェックを行

い、エラーが無いことを確認した後、ウィルス対策を実施したうえで提出

すること。 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━

県土整備部 技術管理課



 18

  注）委託業務の特記仕様書の２項について 

    ２項の内容は「土木設計業務共通仕様書（平成１６年４月版）」第１１１６

条４項に記載されている内容も含まれているため、同共通仕様書の対象業務に

おいては、特記仕様書への記載を省略することもできる。 

   

３－２ 積算上の考え方 

   電子納品の成果品に係わる積算上の考え方については、当面、以下のとおりと

する。 

 

 （１）工事 
   

工事完成図書の電子納品に係わる費用については、現行の共通仮設費率

で対応する。 

   

 

 （２）測量・調査・設計業務 
   

測量業務成果品の電子納品に係わる費用については、現行の諸経費率で

対応する。 

地質調査業務及び設計業務等成果品の電子納品に係わる費用について

は、現行の「印刷製本費」を「電子成果品作成費」と改め、現行の積算と

する。 
   

 ※「電子納品に係わる積算上の取り扱いについて」（平成１３年１０月１８日付

け国官コ第４号、国官技第２２０号に準拠する。 

電子納品運用ガイドライン（案）
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３－３ 発注図の準備 

 発注図の準備にあたっては、ＣＡＤ図面データがある場合には、これの加工を

行い発注図とすること。また、貸与資料に電子データがある場合は、積極的に電

子データを活用するものとする。 
 

発注者は、ＣＡＤ製図基準（案）に準拠して作成された発注図のＣＡＤデータを

準備できる場合は、積極的に必要な加工をして、受注者に引き渡すこと。 

ＣＡＤデータを発注図として受注者に引き渡す際に必要な作業は以下のとおり。 

 詳細については、「ＣＡＤ製図基準に関する運用ガイドライン（案）」の「３－５

発注図」の作成を参照のこと。 

・ファイル名の変更 

ＣＡＤデータファイル名の先頭の文字を、発注する際のライフフサイクル

(委託業務段階：測量=S、設計=D、施工=C、維持管理=M)にあわせて変更する。 

設計段階で作成したファイル「D〇〇〇○○○Z.拡張子」を施工段階の発注

図として引き渡す際には、「C〇〇〇〇〇〇0．拡張子」とする。 

例えば、道路詳細設計の位置図の場合では、「D0LC001Z.sfc」を

「D0LC0010.sfc」とファイル名を変更する。 

・レイヤ名の変更 

タイトルの変更や旗上げによる区間の追記等のＣＡＤ図面データの内容を

変更して受注者に引き渡す場合は、変更したレイヤのレイヤ名を発注する際の

責任主体(業務段階：測量=S、設計=D、施工=C、維持管理=M)にあわせて変更す

る。 

    設計段階で作成した平面図の「D-〇〇〇-〇〇〇〇」レイヤに描画されたデ

ータを変更して施工段階の発注図として引き渡す際には「Ｃ-〇〇〇-〇〇〇

〇」とする。例えば、道路詳細設計での位置図のタイトル枠の文字を修正した

場合では、「D-TTL-TXT」を「C-TTL-TXT」とレイヤ名を変更する。 

・ファイルの引渡し 

受注者にＣＡＤデータを引渡すときは、ＣＡＤデータがＣＡＤ製図基準(案)

に準拠して作成されていることを「電子納品チェックシステム」等を用いて確

認する。 

 

なお、発注図が「ＣＡＤ製図基準(案)」に準拠していない場合は、完成図の電子

納品を求めないものとする。ただし、電子納品の推進の視点から受発注者間協議に

基づいた完成図の電子納品を妨げるものではない。 

電子納品運用ガイドライン（案）
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３－４ 受発注者間協議事項 
 

 電子納品の実施にあたっては、受発注者間で事前協議を行うこと。 

事前協議については、「現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン

(案)」を参照すること。 

  

  受発注者間における事前協議の主な項目は以下のとおり。 

(「現場における電子納品に関する事前協議ガイドライン(案)」に詳細を示して

いないものも含め、特に必要な項目について記載した。) 

 

(受注者への指示事項) 

１）電子媒体 

電子納品においては、ＣＤ－Ｒ（一度しか書き込みができないもの)での納

品を指示すること。 

２）原本性の確保のための指示 

提出された電子媒体の原本性を証明する文書（３－６－１の図３－４、図３

－５による）を納品時に受注者に提出させるよう指示すること。 

 

（受注者との協議） 

１）「紙」による納品の範囲 

公印が必要な書類などやむを得ないものは「紙」の掲出を認めること。 

２）電子納品する範囲の決定 

電子納品対象範囲は、『２－１－４ 工事における電子納品対象書類』及び

『２－１－６ 委託業務における電子納品対象書類』に示す範囲とする。ただ

し、電子化が難しい書類等については、無理な電子化(スキャニング等)はさせ

ない。 

例えば、検査のためだけの無理な電子化はさせないこと。 

土木工事における測量および地質調査の資料の取り扱いは、受発注者で協議

する。なお、「公共測量作業規程」に則した測量を実施する場合は、「測量成

果電子納品要領(案)」を準用するものとする。 

３）電子データのファイルフォーマット(ソフト名、バージョンなど)の決定 

ＰＤＦのファイルをオリジナルデータとして納品する際は、その得失（本ガ

イドライン（案）の付属資料参照）に留意すること。また、土木設計業務等で

は、可能な限り、オリジナルデータからＰＤＦファイルを作成すること。 

４）施工中の書類の取り扱い 

５）検査時の対応について 

６）印刷物の準備 

７）電子データのファイルの容量について 
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 ３－５ 工事施工中や委託業務実施中の打合せ方法 
 

 工事施工中の書類のやり取りや、委託業務実施中の打合せについては、積極的

に電子メールを活用するものとする。 

 電子データでのやり取りは、インターネットなどのネットワークを利用するこ

とが省力化に繋がる。 

  
 （１）電子メールの利用 

   電子メールでの文書データのやり取りにおいては、文書データを添付ファィル

として送信することで確認などのやり取りを行う。その際、送信者（発議者）は

送信した電子メールのデータを保存しておく。その結果、双方に同一の電子メー

ルデータ（送信側には送信メール、受信側には受信メール）が保存されることに

なる。さらに受信側では受信した電子メールを、添付ファィルがついた形でその

まま返信（転送）し、電子メールにて確認したことを伝える。この行為は電話等

の確認でも良い。なお、電子メールのログ（電子メールデータ）は双方とも保存

し、常に原本の確認を行える状態にする。 

 

 
図３－１ 電子メールを利用した情報交換 

 

 （２）コンピュータウィルス対策 

   インターネットに接続した機器で電子データを交換・共有している環境はウィ

ルスに感染する危険が高いといえる。そのため、データを交換・共有する全ての

コンピュータにウィルス対策ソフトを常駐させ、随時最新のウィルスパターンに

更新し、交換用電子データは必ずウィルスチェックを行うものとする。 

   また、日々の電子化書類のやり取りでウィルスが発見・駆除された場合は、文

書の作成者に速やかに連絡し、感染源を特定して対策を打つものとする。  

 

 ※ 千葉県における電子メールは１通２Ｍバイト、１アドレス１０Ｍバイトに制限

されています。また、添付ファィルのファィルタイプがｅｘｅとｂａｔは送受信

できないようになっています。 

 ※ 千葉県において、アウトルックによるメールの分割送信については好ましくな

いこととされております。 

 ※ 上記のことから２Ｍバイトを超えるファィルについては、庁内においては庁内

ホームページを利用してファィルのやり取りを行うよう指導されております。受

発注者間でのやり取りにおいては、今後、検討してまいります。 

電子納品運用ガイドライン（案）
━━━━━━━━━━━━━

県土整備部 技術管理課



 22

３－６ 電子成果品の作成 

 

３－６－１ 電子成果品の原本性確保に関する当面の対応 
 

● 電子納品対象の成果を電子納品要領（案）に準拠して作成するには、市販

のソフトウェアを利用することが効率的である。 

● 電子納品の媒体はＣＤ－Ｒ（書き込みが１度しかできないもの）のみ利用

する。 

● 受注者は、電子媒体の内容の原本性を証明するために別に定める様式（電

子媒体納品書）に記名・押印の上、電子媒体と共に提出するものとする。 

   

  電子納品の導入にあたっては、従来の書面に対する記名または押印に変わる措置

として、電子署名の導入が求められる。しかし、電子署名の導入は現時点では困難

であるため、当面の措置として上記のとおりとする。なおＣＤ－Ｒには、必要項目

を表面に直接印刷し、表面に損傷を与えないように注意する。 

  電子納品媒体と電子納品書の例を以下に示す。 

 

  
図 ３－２ 電子納品媒体（工事）   図 ３－３ 電子納品媒体（委託） 

 

 ※ 平成１５年度の試行において、ラベルを貼付してはがれ、記録層まで共にはが

れてしまう事例があったため、ラベル面への貼付は原則禁止とし、ラベル面への

記載はインクジェット又は熱転写方式による直接印字のみとする。 

 ※ 平成１５年度の試行において、硬筆筆記具を使用したと思われる署名により、

記録層の破損の例がみられたため、ＣＤ－Ｒへの署名は当分の間実施しないこと

とする。 
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 図３－４ 工事の電子媒体納品書例     図３－５ 委託業務の電子媒体納品書例 

 

 

３－６－２ 成果品ＣＤ－Ｒが複数枚に渡る場合の対応 
 

 写真、図面、文書のファィル容量が大きい、ファイルの数が多いなどによ

り成果品のＣＤ－Ｒが複数枚に渡る場合は、「土木設計業務等の電子納品要領

（案）」及び「工事完成図書の電子納品要領（案）」に記載されている規則に

従って作成された成果品であることを確認して受け取るものとする。具体的

には、各電子納品要領（案）の「成果品が複数枚に渡る場合の処理」を参照

するものとする。 

 

 

様式－１ 

        電 子 媒 体 納 品 書 
 

            様 

 

           受注者    （住所） 

                  （氏名）       契約者印 

 

          （ 現場代理人氏名  ）          印 

 

下記のとおり電子媒体を納品します。 

 

                記 

契 約 年 度  

工 事 番 号  

CORINS 登録

番       号 

 

建設技術ｾﾝﾀ

ｰ  登録番号 

 

工  事 名  
電子媒体の種類 規格 単位 数 量 作成年月 備 考

      

      

      

      

      

      

 
備考 １．監督職員に提出 

 

様式－２ 

        電 子 媒 体 納 品 書 
 

            様 

 

           受注者    （住所） 

                  （氏名）       契約者印 

 

          （ 管理技術者氏名  ）          印 

 

下記のとおり電子媒体を納品します。 

 

                記 

契 約 年 度  

委 託 番 号  

TECRIS 登録

番       号

 

建設技術ｾﾝﾀ

ｰ  登録番号

 

委  託 名  
電子媒体の種類 規格 単位 数 量 作成年月 備 考

      

      

      

      

      

      

 
備考 １．調査職員に提出 
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  ３－６－３ 建設技術センターのツールを利用した電子成果品の作成 

   (財)千葉県建設技術センターでは、受注者の電子成果品の作成にかかるコスト

縮減と、受発注者双方の事務の簡素化を目的として、電子納品作成支援ツールを

販売することとしている。このツールを受注者が利用し成果品を作成した場合は、

受発注者双方とも国土交通省の電子納品チェックシステム等による形式チェッ

クを省略することができるものする。 

   また、受注者が、統一的なこのツールを利用することで、電子納品に関する技

術及び精度の平準化が期待できる。 

 

   このツールの特徴としては、下記のようなものが挙げられる。 

    ● 電子納品データの事前チェック機能 

・ 従来、電子成果品が提出されてから国土交通省の電子納品チェックシステ

ム等により、再度発注者側で形式チェックを実施しているが、本ツールは、

事前チェック機能を搭載しており、納品前に品質の高いデータ作成が可能

である。また、チェック済みの証明がＣＤ表面に記載されるため、電子成

果品の形式チェック合否の判断が容易である。 

    ● 低価格で電子成果品の作成 

・ 受注者の電子納品にかかる費用を極力縮減するため、低価格で利用できる。 

    ● 写真管理と電子納品の一体型ソフト 

・ 1 つのソフトで、写真管理・電子納品及び打合せ簿等の提出書類の作成支

援、日常業務管理機能など、複数の機能を有しており、工事現場における

作業を、合理的に進めることができる。 

    ● 入力支援機能 

・ 対応する要領（案）を全て理解していなくても、「シリアル番号」や連番

のファイル名は全て自動付加されその他の項目もあらかじめ候補の情報

が用意されるなど、初心者でも容易に作成操作が行なえる。 

    ● 工事情報のダウンロード利用と工事分野、規模等に応じた県独自の管理レベ

ル設定 

・ インターネットを利用とした基本情報ダウンロードにより、入力作業の省

力化を図ると供に、県独自の基準や、工事規模等に応じた納品品質(重要

構造物の指定等)を設定することが可能である。 

    ● 電子媒体納品書の自動作成 

・ ３－６－１で定める文書「電子媒体納品書」（図３－４、図３－５）の内

容を記載した状態で EXCEL データを出力することが可能。 

    ● 対応する要領（案）の一覧 

・ 土木設計業務等の電子納品要領（案） 

・ 工事完成図書の電子納品要領（案） 

・ デジタル写真管理情報基準（案） 

・ CAD 製図基準（案） （ファイル命名規則）等、国及び県の最新基準に適合。 

 

なお、このツールは、受注者が建設技術センターのホームページからダウンロード

及び無償で配布するＣＤで入手可能である。なお、ダウンロード等の配布は無償であ

るが、利用にあたっては、利用料の支払いが必要である。 

 http://www.cctc.or.jp/ 
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３－７ 電子データを用いた書類検査 

   ＣＡＬＳ／ＥＣ推進の観点からは、電子データを活用した効率的な検査の実施

が望ましい。 

   この効率的な検査の実現には、工事施工中（業務履行中）から「情報共有」さ

れた電子データの検査への有効活用が不可欠である。 

   千葉県県土整備部においては、国土交通省の実証実験の結果等を参考に今後検

討していくこととする。 

 

３－７－１ 電子成果品（ＣＤ－Ｒ）の電子データを用いて検査を行う範囲 
  

● 受発注者協議により、効率的な検査が可能であると判断される電子成果

品（ＣＤ－Ｒ）の電子データについては、受注者に過度な負担をかけない

範囲で、可能な限りその電子データを用いて検査を行うものとする。 

● なお、当面の対応として、最低限下記に挙げるものについては、その電

子データを用いて書類検査を行うことを原則とする。 

  ・工事について、「工事写真」データ 

  

   「情報共有」環境が検討段階にある現状において、また電子成果品（ＣＤ－Ｒ）

の電子データの見読性・検索性向上に向けた環境整備が進められている現状にお

いては、当面の対応として、最低限、上記の電子データについては、そのデータ

を用いた検査を行うものとする。 

 

３－７－２ 準備と実施 
 

● 受注者が電子データによる検査を希望する書類について、紙書類による

検査が必要であると発注者が判断する場合は、発注者が印刷物を準備す

る。なお、受注者が内部審査もしくは照査に用いた印刷物を検査時に使用

してもかまわない。その場合、納品データ（電子成果品）との同一性に留

意すること。 

● 書類検査を行うための準備（機器環境の準備）は、原則として発注者が

行う。 

  ただし、受注者が希望する場合においては、受注者に準備を実施させる

ことができる。 

 

 

   受注者から、電子データを用いた検査の申し出があった場合は、ＣＡＬＳ／Ｅ

Ｃや電子県庁の実現といった観点から、電子書類を用いた検査の実施が望ましい。 
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３－７－３ 電子成果品（ＣＤ－Ｒ）の内容確認 
 

電子成果品（ＣＤ－Ｒ）の確認にあたっては以下の点に留意する。 

 ⅰ）必要な書類が電子納品に関する要領（案）・基準（案）に従って適切

に作成・格納されていること。 

 ⅱ）書類検査において確認した書類と、同一書類が格納されていること。

 ⅲ）ウィルス対策を実施していること。 

 

   電子成果品（ＣＤ－Ｒ）の確認は、各電子納品要領（案）・基準（案）に従っ

て正しく管理項目等が作成されているか、電子納品の対象書類が漏れなく格納さ

れているかを確認する必要がある。 

 

  ⅰ）については、「電子納品チェックシステム」によるチェックを行ったことを、

電子納品チェックシステムから出力されたチェックシートで確認する。 

 ⅱ）については、電子納品の対象となる資料に漏れがないかを格納されているフ

ァィル数などで確認し、また書類検査に用いた資料と同一の内容であるかの確

認は、電子成果品の一部について、内容を確認するなど、発注者が実施可能な

方法で確認する。 

  ⅲ）については、ウィルス対策を実施した電子媒体であることを受注者に確認す

る。 

 

 「電子納品チェックシステム」は、国土交通省国土技術政策総合研究所のｗｅｂサ

イトからダウンロードすることができる。 

  http://www.nilim-ed.jp/calsec/checksystem.htm 

 

 「電子納品チェックシステム」のバージョンと対応要領（案）、基準（案）の関係

は、以下のとおりである。 
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表 3-1 電子納品チェックシステムのバージョンと対応要領（案）、基準（案）の関係 
                                           （平成１６年１０月現在） 

Ver 

3.0 

Ver 

3.5X 

Ver 

4.0 

Ver 

4.5 

Ver 

5.0 

             バージョン公開日 
 
 

要領（案）・基準（案）名称 H15.3 H15.4 H16.2 H16.6 H16.10 

H13.8 〇 〇 〇 〇 〇 土木設計業務等の電子納品要領（案） 

H16.6     ◎ 

H13.8 〇 〇 〇 〇 〇 工事完成図書の電子納品要領（案） 

H16.6     ◎ 

H13.8 〇 〇 〇 〇 〇 

H14.7 ◎ 〇 〇 〇 〇 

H15.7   ◎ 〇 〇 
ＣＡＤ製図基準（案） 

H16.6     ◎ 

H13.8 〇 〇 〇 〇 〇 

H14.7  ◎ 〇 〇 〇 

H15.7    ◎ 〇 
地質・土質調査成果電子納品要領（案） 

H16.6      

H11.8 〇 〇 〇 〇 〇 

H14.7 ◎ 〇 〇 〇 〇 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ写真管理情報基準（案） 

H16.6     ◎ 

H15.3  ◎ 〇 〇 〇 測量成果電子納品要領（案） 

H16.6     ◎ 

電気通信設備の電子納品要領（案） H15.7   〇(Ver1.0) 〇(Ver1.5) 〇(Ver2.0)

機械設備工事の電子納品要領（案） 未定      

○：対応、◎：新規対応 

※ 電気通信設備の電子納品要領（案）の電子納品チェックシステムでは、Ver1.5

にて「地質調査資料整理要領（案）Ｈ１５．７」に対応。 

 

  （電子納品チェックシステムの主なチェック機能） 

    ・ファイル名などのチェック 

    ・管理項目のチェック 

    ・管理ファイル（ＸＭＬファイル）の文法チェック 

    ・ＰＤＦファイルのセキュリティなどの確認 

    ・ＣＡＤファィルのレイヤ名のチェック 

    ・ボーリング交換用データのチェック 

    ・データシート交換用データのチェック 

    ・ファィル集計機能 

    ・ファイルの有無確認機能 

    ・メッセージ説明機能 
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 電子成果品の検査の流れは以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図３－６ 電子成果品の検査の流れ 

   発注者 

検査監 委託業務・工事担当者 
受注者 

 

 

 

       検査事前協議 
 

  

  

  
・電子データと紙（印刷物）の対象書類範囲の確認 

・印刷物の準備の確認 

・コンピュータ、プリンター、閲覧ソフトなどの 

 準備担当の確認 

・機器操作担当の確認 

 

 

 

電子媒体の作成 
 

 

提出  

 

 
電子媒体の受け取り

（正、副）

電子化できない成

果品（紙） 

 

   

 

・ウィルスチェック 

・電子納品要領（案）、基準（案）に沿ってい

ることの確認（ﾁｪｯｸｼｰﾄの確認） 

・電子納品対象書類の枚数 

・成果品の中身の確認（検査書類との同一性

など 

・電子媒体作成 

・電子納品チェックシステムによ

る確認 

（チェックシートの確認） 

・ウィルスチェック 

 

 

 

 

 

 

 
書類検査準備 

     

  ・検査事前協議に基づく準備     

       

      

 

      

内容確認       

説明
    

    

    

 

 

 

    

   

・電子書類による書類検査範囲の確認 

・電子書類、紙資料による書類検査の実施 

・電子納品要領（案）、基準（案）との適合性

 の確認、格納された電子成果品の確認  

（正、副） 電子化できない成

果品（紙） 
        

      

  
保管管理 

    

        

      

      

      

   

・電子納品・保管管理システムへの登録 

・電子媒体の保管と管理 

・電子化しなかった書類等の保管と管理 
   

        

 
       

      

  
データの活用 

    

        

      

   
ｅＧＩＳ等 

   

        

        

        

        

 

書類検査・電子納品の検査 
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３－８ 電子成果品の保管管理 

３－８－１ 正本の電子納品・保管管理システムへの登録 
 

発注者は、受領した成果品を速やかに「電子納品・保管管理システム」に登

録する。 

 （保管管理システムは、財団法人千葉県建設技術センターのソフト「ｅＧＩ

Ｓ」を利用することとし、今後事務所ごとに整備する予定である。整備される

までの間は、保管担当者を定めて、保管担当者がＣＤ－Ｒの正本を保管管理す

るものとする。） 

 

３－８－２ 副本の財団法人千葉県建設技術センターへの登録 
 

 受注者は、検査合格後成果品副本を速やかに財団法人千葉県建設技術センタ

ーに送付し登録を受けるものとする。 

 （副本の保管年限は監督職員又は調査職員が決定し請負者に通知するものと

する。財団法人千葉県建設技術センターへの登録方法は図３－７のとおりであ

る。） 
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※副本（CD－R）が複数枚になる場合には、追加登録料が必要となりますので、
追加登録料振込後、金額、振込日を記載した用紙と副本とを合せて送付してください。

電子納品保管に関する事務手続きフロー

発注者 受注者 (財)千葉県建設技術センター

発 注 受 託

事前申請
（契約後40日以内）

センターホームページ
（電子納品申請）

データ
ベース

①業務内容登録

②受付番号発行通知
事前登録受付書

（ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから取得）

問合せ・
検索

当面（電話・メール・FAX）

将来（インターネット・GIS）

受領
チェック

④ 登録番号発行通知 登録

ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸ
及びDVD

電子媒体
納品書（受取）

検査

T9980確認

センター
ホームページ納品内容協議

受付番号の発行
（登録料入金確認後）

確認

（登録料振込み）

（メール）

（メール）

⑤ 納品書

③ 郵送・宅配

登録受付書
（ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞから取得）

ｾﾝﾀｰCD
保管庫

 
 図３－７ 副本保管フロー 
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４ 問い合わせ 
 

本ガイドライン（案）に関する問い合わせ先は、千葉県 県土整備部 技術管

理課 技術情報室とする。 

  

  問い合わせにあたっては、事前に国土交通省国土技術政策総合研究所ｗｅｂサイ

トの電子納品に関する要領・基準のページを確認すること。 

   

  ＵＲＬ： http://www.nilim-ed.jp/qa_sys/admin/q_a_index.htm 

 

  なお、上記サイトには、これまでに寄せられた電子納品に関する質問への回答が

掲載されているので参照すること。 
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５ 付属資料 

５－１ 千葉県ＣＡＬＳ／ＥＣ整備基本構想及びアクションプログラム 

   地方公共団体へのＣＡＬＳ／ＥＣの普及を推進するために、国において「ＣＡ

ＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（全国版）・平成１３年６月」及び、「Ｃ

ＡＬＳ／ＥＣ地方展開アクションプログラム（関東地方版）・平成１４年３月」

がそれぞれ策定されている。 

   千葉県においても平成１２年１０月に「千葉県情報化構想」、平成１３年８月

に電子県庁を構築するための「千葉県電子県庁推進計画」を策定し、その中で公

共事業における電子調達をめざすこととなった。 

   このような国及び県の情報化の動向や県内市町村及び建設業界における情報

化の現状を踏まえつつ、県発注の公共事業について円滑なＣＡＬＳ／ＥＣを導入

する上で、基本的な方針となる整備基本構想及び、具体的な行動計画の目安とな

るアクションプログラムが平成１５年３月に策定された。 

 

表５－１ 千葉県ＣＡＬＳ／ＥＣアクションプログラム 
 

短期 中期 長期 

平成１５～１６年度 平成１７～１９年度 平成２０年度～ 対象期間 

(2003～2004 年度) (2005～2007 年度) (2008 年度～) 

達成目標 

電子入札・電子納品の

試行運用開始 

電子入札・電子納品の

導入完了 

維持管理を含めたＣ

ＡＬＳ／ＥＣ全体イメ

ージの達成 

電子調達 

・電子入札システムの開

発 

・電子入札の実証実験・

試行 

・調達計画、入札公示、

入札結果（改札調書）

を公開するシステム

の開発 

 

・電子入札の一部運用・

拡大・導入完了 

・既存システムとの連携

・調達計画、入札公示、

入札結果（改札調書）

のホームページ公表 

・入札参加資格登録審査

申請の電子受付のシ

ステム開発・運用 

電子納品 

・電子納品に対する職員

の環境整備 

・電子納品運用方法の検

討 

・電子納品の実証実験・

試行 

・電子納品の一部運用・

拡大・導入完了 

・電子納品保管・管理シ

ステム（仮称）の開発

・電子納品保管管理の運

用 

推進体制 

・千葉県ＣＡＬＳ／ＥＣ推進協議会・推進協議会幹

事会・ワーキンググループ・推進部会による推進

体制の整備 

・事務局体制の整備・強化 

普及方策 

・内部職員のシステム研修（電子入札） 

・内部職員への周知・研修（電子納品） 

・受注者（業界）及び市町村への情報発信 

・ＣＡＤによる数量算

出 

・工事施工中の受発注

者間の情報交換・共

有 

・入札説明書・図面の

ダウンロード 

・オンライン維持管理

システムの導入 

 

※上記の実施項目につ

いては、国の動向等

を踏まえて、今後検

討していく。 

 

注）長期（平成２０年度～）の実施項目については、実施が具体化した段階で、前倒

しして、中期あるいは短期の実施項目に追加する。 
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５－２ 参考情報の入手先ＵＲＬ 

  （１）国土交通省国土技術政策総合研究所 http://www.nilim.go.jp/ 

 

  （２）その他の情報入手先 

   （財）日本建設情報総合センター   http://www.jacic.or.jp/ 

   （財）千葉県建設技術センター    http://www.cctc.or.jp/ 

   （財）港湾空港建設技術サービスセンター 

                     http://www.scopenet.or.jp/ 

   （社）日本土木工業会        http://www.dokokyo.or.jp/ 

   （社）建設コンサルタンツ協会    http://www.jcca.or.jp/ 

   （社）全国地質業協会連合会     http://www.zenchiren.or.jp/ 

   （社）全国測量設計業協会連合会   http://www.zensokuren.or.jp/ 

 

 

５－３ 成果品作成に関する参考 

   成果品の作成に関し、運用上の参考になりうる情報を以下に示す。 

 

  （１）電子化が困難な成果品の取り扱い 

    成果品のうち電子化が困難なものの取り扱いは事前協議において決めるが、 

無理な電子化を求めないようにすること。 

 

   電子化の困難なものの例は以下のとおりである。 

   ・押印が必要であるため 

    ☆ 鋼材、鉄筋のミルシート 

    ☆ セメントの品質証明 

    ☆ 骨材のアルカリ・シリカ反応性試験結果 

    ☆ 廃棄物マニフェスト 

    ☆ 二次製品の品質証明書 

    ☆ コンクリート品質試験結果 

   ・独自フォーマットであるため 

    ☆ 構造計算結果、解析計算結果 

 

  （２）出来形・品質管理データの提出方法 

    出来形・品質管理データは、工事打合せ簿の一部として取り扱い、打合せ簿

フォルダに格納する。 
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 （３）ＰＤＦファィルに関する留意事項 

    ＰＤＦファイルの作成方法には、下表に示すとおり、主に２方式が考えられ

るが、それぞれに特徴があるため、採用にあたっては、この特徴とファィル自

体の将来の利用方法（閲覧のみ、再加工しての利用など）を十分勘案し、事前

協議を行うこと。 

 

表５－２ ＰＤＦファィル変換方式と特徴 
 

 オリジナルファィルから変

換する方式 

紙をスキャンニングして作成

変換する方式 

作成の手間 オリジナルファイルの構成

の整理や、関連ソフトの用意

が必要 

スキャナー、自動給紙装置、関

連ソフトなどのシステム化が

必要 

ファィル容量 小さい 

（オリジナルファィルサイ

ズ以下となる場合が多い） 

大きい 

（内容やページ数により数百

ＭＢ程度となる場合もある） 

ファイル内容の 

文字検索 

可能 最近では可能となりつつある

（機器、ソフトの利用が必要）

ファィルの加工 ページごとの分割／結合や

若干の修正は可能 

ほぼ不可能 

納品形態 ＰＤＦファィルがオリジナ

ルデータとならない 

ＰＤＦファィルがオリジナル

データとなる 

 

 

  ５－４ ＣＡＤフォーマットについて 
 

ＣＡＤデータファィルのフォーマットは原則としてＳＸＦ（ｓｆｃ）とする。

   

ＳＸＦは、異なるＣＡＤソフト間でデータの交換ができる共通ルール（中間フ

ァィルフォーマット：交換標準）である。 

   ＳＸＦの物理ファイルには、国際標準に則ったｐ２１形式、国内ＣＡＤデータ

交換のためのｓｆｃ形式の２種類があるが、県土整備部においては国際入札とな

る案件が少ないこと、ｓｆｃからｐ２１に変換できること、ｐ２１と比較してフ

ァイル容量が数分の一程度となること等から県土整備部においては原則として

ｓｆｃ形式とする。 

   なお、工事・委託業務の途中における協議などで交換するＣＡＤデータについ

ては、受発注者双方で協議の上フォーマットを決定してもよい。 
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  ５－５ 写真のサイズ、容量について 

   写真のサイズは、原則として１，２８０×９６０（約１２０万画素）とする。 

   画質（圧縮率）は実際に黒板の文字を撮影してみて読み取れる程度とする（一

般的には標準で十分である）。 

   容量は３００ｋバイト程度を目標とする。 

   ただし、これによりがたい場合は、監督職員または調査職員と協議の上変更す

ることができることとする。 
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５－６ 用語解説 

 ＣＡＤ（キャド、Computer Aided Design） 

   グラフィック・ディスプレイを介して設計者がコンピュータの支援を得ながら

設計を行うシステムのことをいう。図形処理技術を基本としており、平面図形の

処理を製図用途に追うようにしたものを２次元ＣＡＤ、３次元図形処理を製品形

状の定義に利用したものを３次元ＣＡＤという。デザイン、製図、解析など設計

の様々な場面で活用される。 

 

 ＣＡＬＳ／ＥＣ（キャルスイーシ、Continuous Acquisition and Life-cycle 

                                      Support / Electronic Commerce) 

   従来は紙で交換されていた情報を電子化するとともに、ネットワークを活用し

て各業務プロセスをまたぐ情報の共有・有効活用を図ることにより、公共事業の

生産性向上やコスト縮減を実現するための取組み。ＣＡＬＳとは、企業間や組織

間において、事業や製品等の計画、設計、製造、運用、保守に至るライフサイク

ルの各段階間や関係者間で発生する各種情報を電子化し、その伝達、共有、連携、

再利用を効率的に行いコストの削減や生産性の向上を図ろうとする活動であり、

概念である。ＥＣは、電子化された商取引を意味し、広告、入札、発注、決裁な

どの行為をインターネットなどのネットワーク上で実現するものである。 

 

ＣＤ－Ｒ（シーディーアール、Compact Disc Recordable） 

   データを一度だけ書き込めるＣＤ。いったん書き込んだデータは消去できない。 

 

 ＣＯＲＩＮＳ（コリンズ、Construction Records Information Service） 

   建設会社の技術力を公正に評価しうる工事実績情報のデータベース。（財）日

本建設情報総合センターが公益法人という立場で、工事実績情報のデータベース

を構築し、各公共工事発注機関へ情報提供を行っている。 

 

 ＤＭ（ディーエム、ディジタルマッピング、Digital Mapping） 

   ＤＭ（ディーエム、“ディジタルマッピング”の略）とは、空中写真測量等に

より、地形、地物等の地図情報をディジタル形式で数値地形図を作成する作業を

表しており、それにより作成されるデータを「ＤＭデータファィル」という。Ｄ

Ｍデータファィルの仕様は国土交通省公共測量作業規程に定められており、国土

基本図や都市計画図等の大縮尺地図を数値地図データとして作成する場合に適

用されている。 

 

ＤＴＤ（ディーティーディ、Document Type Definition） 

   「文書型定義」の略。ＳＧＭＬやＸＭＬで文書を記述する際、その文書中でど

のようなタグや属性が使われているかを定義したもの。 

 

ＥＤＩ（イーディーアイ、Electronic Data Interchange） 

   商取引に関する情報を標準的な書式に統一して、企業間で電子的に交換する仕

組み。 
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ＧＩＳ（ジーアイエス、Geographical Information System） 

   デジタル化された地図（地形）データと、統計データや位置の持つ属性情報な

どの位置に関連したデータとを、統合的に扱う情報システム。地図データと他の

データを相互に関連付けたデータベースと、それらの情報の検索や解析、表示な

どを行うソフトウェアから構成される。データは地図上に表示されるので、解析

対象の分布や密度、配置などを視覚的に把握することができる。 

 

ＩＳＯ９６６０フォーマット 

   ＣＤ－Ｒを作成するときのフォーマット。主要なＯＳ（オペレーティングシス

テム）との互換性が配慮されており、特定のプラットフォームに依存しない。そ

のかわり、ファィル名やフォルダ名の文字種・文字数の制限が厳しい。ＩＳＯ９

６６０フォーマットにはレベル１からレベル３までの段階があり、レベル１の場

合ファイル名は８文字＋拡張子（３文字）まで、ディレクトリ名は８文字までの

制限がある。長期的な保存という観点から、国際標準であるＩＳＯ９６６０フォ

ーマットの中でもＯＳ間での互換性が最も高い「レベル１」を標準としている。 

 

ＪＰＥＧ（ジェーペグ、Joint Photographic Experts Group） 

   静止画像データの圧縮方式の一つ。ＩＳＯにより設置された専門家組織の名称

がそのまま使われている。圧縮の際に、若干の画質劣化を許容する（一部のデー

タを切り捨てる）方式と、まったく劣化のない方式を選ぶことができ、許容する

場合はどの程度劣化させるかを指定することができる。方式によりばらつきはあ

るが、圧縮率はおおむね１／１０～１／１００程度。写真などの自然画の圧縮に

は効果的だが、コンピュータグラフィックスには向かない。 

 

 ＭＯ（エムオー、Magneto Optical disk） 

   光磁気ディスク。磁気記憶方式に光学技術を併用した書き換え可能な記憶装置。

書き込み時はあらかじめレーザー光を照射してからデータを磁気的に書き込む

ので、記憶の高密度化が可能。また、読み出し時はレーザー光のみを用いるため、

高速にデータを読み出すことができる。容量が１２８ＭＢ、２３０ＭＢ、５４０

ＭＢ、６４０ＭＢ、１．３ＧＢのものが一般的。 

 

 ＰＤＦ（ピーディーエフ、Portable Document Format） 

   ＰＤＦは、プラットフォームに依存しないファイル形式で、文書を作成した環

境と別環境（異なる機種、ＯＳ）との間における文書交換を可能にする。また、

「標準情報（ＴＲ）ＴＲＸ００２６：ポータブル文書フォーマットＰＤＦ」とし

て（財）日本規格協会から発行されている。 

   ＰＤＦファィルを閲覧するビューワ（Acrobat Reader）は Adobe 社のサイトか

ら無償でダウンロードできる。 
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 ＳＸＦ（エスエックスエフ、Scadec data eXchange Format） 

   異なるＣＡＤソフト間でデータの交換ができる共通ルール（中間ファィルフォ

ーマット：交換標準）。「ＣＡＤデータ交換標準開発コンソーシアム」において開

発された。この交換標準はコンソーシアムの英語名称であるＳＣＡＤＥＣ

（Standard for the CAD data Exchange format in the Japanese Construction 

field）にちなみ、ＳＸＦ標準と呼ばれている。国際標準である STEP/AP202 規格

に準拠した電子納品のためのｐ２１形式、工事・委託業務の途中段階のＣＡＤデ

ータ交換のための簡易な形式であるｓｆｃ、双方の物理ファィルをサポートして

いる。 

 

ＴＥＣＲＩＳ（テクリス、Technical Consulting Records Information Service） 

   「測量調査設計業務実績情報サービス」。受注企業の技術力を公正に評価しう

る業務実績情報のデータベース。（財）日本建設情報総合センターが公益法人と

いう立場で、業務実績情報のデータベースを構築し、各業務発注機関及へ情報提

供を行っている 

 

ＴＩＦＦ（ティフ、Tagged Image File Format） 

   画像データのフォーマット。１枚の画像データを、解像度や色数、符号化方式

の異なるいろいろな形式で一つのファイルにまとめて格納できるため、比較的ア

プリケーションに依存しない画像フォーマットである。 

 

ＸＭＬ（エックスエムエル、eXtensible Markup Language） 

   拡張型構造化記述言語。ユーザが任意でデータ（タグ）の要素や・属性や論理

構造を定義できる記述言語（メタ言語）であり、１９９８年２月にＷ３Ｃ（ＷＷ

Ｗコンソーシアム）において策定された。 

 

ウィルスチェック 

   アプリケーションソフト等を用いてコンピュータウィルスなどを検出する処

置のこと。 

 ダウンロード 

   ネットワークを通じて、サーバコンピュータに保存されているデータをクライ

アントコンピュータに転送すること。逆をアップロードという。 

 

 電子納品・保管管理システム 

   電子納品・保管管理システムは、国土交通省が電子納品データを保管・管理す

るために開発したシステムで、登録された電子納品データの検索・閲覧が可能で

ある。 

 

 電子納品チェックシステム 

   電子成果品のフォルダ構成、管理項目、ファイル名などの電子納品要領（案）・

基準（案）への整合性をチェックするプログラム。国土交通省国土技術総合研究

所のｗｅｂサイトからダウンロードすることができる。 

  （http://www.nilim-ed/calsec/checksystem.htm） 
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 レイヤ 

   レイヤは、ＣＡＤ図面を作成する際に、作図要素を描画する仮想的なシートを

意味する。一般的に、１枚の図面は複数のレイヤで構成され、各レイヤに表示・

非表示することが可能である。ＣＡＤ製図基準（案）では、電子納品されたＣＡ

Ｄ図面の作図・修正及び再利用が効率的に行うことを目的に、工種毎に作図要素

を描画するレイヤを定めている。 

 

 事前協議 

   工事・委託業務の開始時に、受発注者間で行われる協議のこと。この場におい

て、電子納品に関する取り決めをしておくことが、電子納品の円滑な実施の重要

なポイント。 

 

 電子署名 

   デジタル文書の正当性を保証するために付けられる署名情報。文字や記号、マ

ークなどを電子的に表現して署名行為を行うこと全般を指す。現実の世界で行わ

れる署名を電子的手段で代替したもの。特に、公開暗号鍵方式を応用して、文書

の作成者を証明し、かつその文書が改竄されていないことを保証する署名方式の

ことを「デジタル署名」という。 

 

 電子媒体（メディア、記憶メディア、記憶媒体） 

   フロッピィーディスクやＣＤ－ＲＯＭなど、データを記録しておくための記録

媒体。 
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